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報道関係 各位 

2025 年 7 月 29 日 
特定非営利活動法人 ジャパン・プラットフォーム 

ふるさと納税で寄付ができるようになりました 

「千代田区から届ける緊急支援」被災者の命を守る緊急災害支援プロジェクト 

～実質2,000円で、社会貢献が可能に～ 

緊急人道支援の国際 NGO・特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム（東京都千代田区／以下「JPF」）は、

千代田区のふるさと納税制度「令和 7 年度ホームタウンちよだ応援事業」の寄付先団体として選定されました。 
 

千代田区に拠点を構える JPF は、国内外で自然災害や紛争が起きた際に、迅速な緊急支援を届けています。この度、

ふるさと納税を通じて、千代田区から日本各地、そして世界へ、命を守る支援を届けることが可能になりました。 

 

ふるさと納税の詳細・ご寄付はこちらから 

プロジェクト名：「千代田区から届ける緊急支援」被災者の命を守る緊急災害支援プロジェクト 

個別寄付ページ：https://www.furusato-tax.jp/product/detail/13101/6663056  

 

寄付受付期間 

令和 7 年 7 月～12 月 19 日 

 

■国内外の災害への”備え”を支えてください 

 

ふるさと納税を通じたご寄付は、紛争や自然災害の被害を受けた人々へ、水・食料、生活必需品、医療支援、避難所

整備などの、命を守る緊急支援に活用させていただきます。支援対象は、日本をはじめ、全世界。日本でも、毎年の

ように大きな地震や豪雨などが発生し、次の災害がいつ、どこで起きるかわかりません。「遠くの災害」だけでなく、

“自分自身や大切な人の暮らしを守るための備え”のために貢献することができます。 

 

■ ふるさと納税なら、実質 2,000 円で社会貢献が可能に 

 

JPF へのご寄付は、認定 NPO 法人として通常の寄付でも税制優遇措置（所得控除または税額控除）を受けられます

が、今回の千代田区ふるさと納税を通じたご寄付では、さらに手厚い控除が適用され、通常のご寄付よりも少ない負

担で寄付することができます。 

ふるさと納税の制度をご利用いただくことで、実質的な自己負担 2,000 円という税制優遇を受けながら、“いざとい

う時に支援が届く仕組みづくり”に参加できます。 

 

〇 こんな方におすすめです 

・より多くの税制優遇措置を受けながら、災害支援や国際協力に貢献したい方 

・支援に必要な幅広い活動分野に貢献したい方 

・災害支援や国際協力をしたいが、どこに寄付したらよいかわからない方 

 

〇 ふるさと納税と JPF への直接の寄付の税制控除の違い 

 

 ふるさと納税を通じたご寄付 JPF への直接のご寄付 

例えば、3 万円の 

ご寄付の場合 

実質自己負担額：2,000 円 

（28,000 円控除）※1 

実質自己負担額：16,800 円 

（11,200 円控除）※2 

控除計算式 （寄付金額−2,000 円）＝ 控除額（所得税+住民

税）※1 

(寄付金の合計額−2 千円) × 40%＝ 控除額 

※2 

注意事項 ※1：控除の対象となる金額には、年収や家族構

成に応じた上限があります（ふるさと納税制度の

ルールに準拠）。詳細は総務省ふるさと納税ポー

タルサイトなどをご確認のうえ、ご自身の控除上

限をご確認ください。 

※2：上記は、税額控除方式の場合です。加えて、

住民税の最大10%が控除対象になる場合もありま

す。詳細はお住まいの各市町村または都道府県の

税務署にご相談ください。寄付金控除については

こちらのページもご参照いただけます。 
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■JPF の 25 年にわたる豊富な支援実績 

 

〇これまでの実績 

2000 年の設立以降これまでに、65 以上の国と地域で 2,400 以上の支援事業を実施。政府からの ODA 資金、そし

て 6,000 社を超える企業や団体、のべ 10 万人以上の個人のご寄付に支えられ、2017 年度以降の年間平均支援者数

は 200 万人以上にのぼります。直近では、能登半島災害（地震・豪雨）、ミャンマー中部地震、トルコ南東部地震、

ガザ人道危機などで支援を届けてきました。 

 

〇発災後、すぐに支援を届けます 

2024 年 1 月に発生した能登半島地震の際は、発災当日に緊急支援・現地ニーズ調査を始動し、加盟 NGO が現地に

向かいました。翌日には被災地でレスキュー活動や避難所の緊急支援を開始。現地で人々の声や状況を直接把握する

ことで、命を守る支援をはじめ、その後も中長期的な視点で必要な支援をきめ細かく届けることができました。 

 

〇加盟 NGO が多数いるからこそ届けられる、幅広い分野・地域への支援 

JPF には現在、47 の NGO が加盟。それぞれが、レスキュー、医療、水や食料、教育、インフラ整備など、得意分野

を持っています。能登半島地震の支援では、これまでに 19 の NGO が活動し、レスキュー活動から仮設住宅での生

活支援に至るまで、人々のニーズと被災状況に応じた幅広い支援を実施。支援地域も、能登半島全域をカバーし、石

川県のその他の地域でも支援を届けています。JPF だからこそ実現できる、多面的な支援体制がここにあります。 

 

 

■ 皆さまへのメッセージ 

 

JPF の活動は、明日助けを必要とする誰か、そして将来の自分も守ることになるかもしれない備えです。ふるさと納

税を通じて、千代田区から “命を守る支援” を一緒に届けてみませんか？ 私たちの“備え”に、ぜひご参加ください。 

 

 

 

 

 

■ 特定非営利活動法人（認定 NPO 法人）ジャパン・プラットフォームについて 

 

コソボ紛争の経験を教訓に、NGO、経済界、政府の対等なパートナーシップのもと、2000 年に発足した日本の緊急

人道支援のしくみ。平時より、3 者および多様な人々が、それぞれの強みや資源を生かして連携できるプラットフォ

ームとして機能し、国内外の自然災害による被災者、紛争による難民・国内避難民に、迅速かつ効果的に支援を届け

ています。これまでに 65 以上の国・地域において、総額 967 億円、2,400 事業以上の人道支援を展開。各得意分野

を持つ 45 以上の加盟 NGO を様々な形でサポートしながら、緊急人道支援のプロフェッショナルとして、支援を必

要とする人々のニーズに根ざした活動をしています。 

 

 

本件に関するお問い合わせ先 

特定非営利活動法人 ジャパン･プラットフォーム（JPF） 

渉外広報部 渉外担当：木島、水谷 

TEL：03-6261-4036 

E-mail：communication@japanplatform.org 
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